
1 

 

【問 １】不法行為（令和 2年 4月 1日以降に行われたもの）に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例

によれば、誤っているものはどれか。 

１ 建物の建築に携わる設計者や施工者は、建物としての基本的な安全性が欠ける建物を設計し又は建築し

た場合、設計契約や建築請負契約の当事者に対しても、また、契約関係にない当該建物の居住者に対しても

損害賠償責任を負うことがある。 

２ 被用者が使用者の事業の執行について第三者に損害を与え、第三者に対してその損害を賠償した場合に

は、被用者は、損害の公平な分担という見地から相当と認められる額について、使用者に対して求償するこ

とができる。 

３ 責任能力がない認知症患者が線路内に立ち入り、列車に衝突して旅客鉄道事業者に損害を与えた場合、当

該責任無能力者と同居する配偶者は、法定の監督義務者として損害賠償責任を負う。 

４ 人の生命又は身体を害する不法行為による損害賠償請求権は、被害者又はその法定代理人が損害及び加

害者を知った時から５年間行使しない場合、時効によって消滅する。 

 

 

 

 

 

【問 ２】ＡがＢに対して、Ａ所有の甲土地を売却する代理権を令和２年７月１日に授与した場合に関する次

の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ Ｂが自己又は第三者の利益を図る目的で、Ａの代理人として甲土地をＤに売却した場合、Ｄがその目的を

知り、又は知ることができたときは、Ｂの代理行為は無権代理とみなされる。 

２ ＢがＣの代理人も引き受け、ＡＣ双方の代理人として甲土地に係るＡＣ間の売買契約を締結した場合、Ａ

に損害が発生しなければ、Ｂの代理行為は無権代理とはみなされない。 

３ ＡがＢに授与した代理権が消滅した後、ＢがＡの代理人と称して、甲土地をＥに売却した場合、ＡがＥに

対して甲土地を引き渡す責任を負うことはない。 

４ Ｂが、Ａから代理権を授与されていないＡ所有の乙土地の売却につき、Ａの代理人としてＦと売買契約を

締結した場合、ＡがＦに対して追認の意思表示をすれば、Ｂの代理行為は追認の時からＡに対して効力を生

ずる。 

 

 

 

 

 

【問 ３】親族に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 姻族関係は、離婚した場合及び夫婦の一方が死亡した場合、当然に終了する。 

２ 離婚に当たり、相手方に有責不法の行為がなければ、他の一方は、相手方に対して財産の分与を請求する

ことができない。 

３ 未成年者に対して親権を行う者がないときは、家庭裁判所は、検察官の請求によって、親族の中から未成

年後見人を選任する。 

４ 夫婦間で婚姻の届出前に別段の契約をしなかった場合、夫婦のいずれに属するか明らかでない財産は、そ

の共有に属するものと推定される。 
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【問 ４】債務不履行に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。な

お、債務は令和２年４月１日以降に生じたものとする。 

１ 債務の履行について不確定期限があるときは、債務者は、その期限が到来したことを知らなくても、期限

到来後に履行の請求を受けた時から遅滞の責任を負う。 

２ 債務の目的が特定物の引渡しである場合、債権者が目的物の引渡しを受けることを理由なく拒否したた

め、その後の履行の費用が増加したときは、その増加額について、債権者と債務者はそれぞれ半額ずつ負担

しなければならない。 

３ 債務者がその債務について遅滞の責任を負っている間に、当事者双方の責めに帰することができない事

由によってその債務の履行が不能となったときは、その履行不能は債務者の責めに帰すべき事由によるもの

とみなされる。 

４ 契約に基づく債務の履行が契約の成立時に不能であったとしても、その不能が債務者の責めに帰するこ

とができない事由によるものでない限り、債権者は、履行不能によって生じた損害について、債務不履行に

よる損害の賠償を請求することができる。 

 

 

 

 

 

【問 ５】時効に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。なお、時

効の対象となる債権の発生原因は、令和２年４月１日以降に生じたものとする。 

１ 消滅時効の援用権者である「当事者」とは、権利の消滅について正当な利益を有する者であり、債務者の

ほか、保証人、物上保証人、第三取得者も含まれる。 

２ 裁判上の請求をした場合、裁判が終了するまでの間は時効が完成しないが、当該請求を途中で取り下げて

権利が確定することなく当該請求が終了した場合には、その終了した時から新たに時効の進行が始まる。 

３ 権利の承認があったときは、その時から新たに時効の進行が始まるが、権利の承認をするには、相手方の

権利についての処分につき行為能力の制限を受けていないことを要しない。 

４ 夫婦の一方が他方に対して有する権利については、婚姻の解消の時から６箇月を経過するまでの間は、時

効が完成しない。 

 

 

 

 

 

【問 ６】ＡはＢにＡ所有の甲建物を令和２年７月１日に賃貸し、ＢはＡの承諾を得てＣに適法に甲建物を転

貸し、Ｃが甲建物に居住している場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているも

のはどれか。 

１ Ａは、Ｂとの間の賃貸借契約を合意解除した場合、解除の当時Ｂの債務不履行による解除権を有していた

としても、合意解除したことをもってＣに対抗することはできない。 

２ Ｃの用法違反によって甲建物に生じた損害についてＡがＢに損害賠償を請求する場合、Ａは、甲建物の返

還を受けた時から１年以内に請求しなければならない。 

３ ＡがＤに甲建物を売却した場合、ＡＤ間で特段の合意をしない限り、賃貸人の地位はＤに移転する。 

４ ＢがＡに約定の賃料を支払わない場合、Ｃは、Ｂの債務の範囲を限度として、Ａに対して転貸借に基づく

債務を直接履行する義務を負い、Ｂに賃料を前払いしたことをもってＡに対抗することはできない。 
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【問 ７】Ａを売主、Ｂを買主として、令和２年７月１日に甲土地の売買契約（以下この問において「本件契

約」という。）が締結された場合における次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 甲土地の実際の面積が本件契約の売買代金の基礎とした面積より少なかった場合、Ｂはそのことを知っ

た時から２年以内にその旨をＡに通知しなければ、代金の減額を請求することができない。 

２ ＡがＢに甲土地の引渡しをすることができなかった場合、その不履行がＡの責めに帰することができな

い事由によるものであるときを除き、ＢはＡに対して、損害賠償の請求をすることができる。 

３ Ｂが売買契約で定めた売買代金の支払期日までに代金を支払わなかった場合、売買契約に特段の定めが

ない限り、ＡはＢに対して、年５％の割合による遅延損害金を請求することができる。 

４ 本件契約が、Ａの重大な過失による錯誤に基づくものであり、その錯誤が重要なものであるときは、Ａは

本件契約の無効を主張することができる。 

 

 

 

 

【問 ８】１億 2,000万円の財産を有するＡが死亡した場合の法定相続分についての次の記述のうち、民法の

規定によれば、正しいものの組み合わせはどれか。 

ア Ａの長男の子Ｂ及びＣ、Ａの次男の子Ｄのみが相続人になる場合の法定相続分は、それぞれ 4,000万円で

ある。 

イ Ａの長男の子Ｂ及びＣ、Ａの次男の子Ｄのみが相続人になる場合の法定相続分は、Ｂ及びＣがそれぞれ

3,000万円、Ｄが 6,000万円である。 

ウ Ａの父方の祖父母Ｅ及びＦ、Ａの母方の祖母Ｇのみが相続人になる場合の法定相続分は、それぞれ 4,000

万円である。 

エ Ａの父方の祖父母Ｅ及びＦ、Ａの母方の祖母Ｇのみが相続人になる場合の法定相続分は、Ｅ及びＦがそれ

ぞれ 3,000万円、Ｇが 6,000万円である。 

 

１ ア、ウ   ２ ア、エ   ３ イ、ウ   ４ イ、エ 

 

 

 

 

【問 ９】地役権に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 地役権は、継続的に行使されるもの、又は外形上認識することができるものに限り、時効取得することが

できる。 

２ 地役権者は、設定行為で定めた目的に従い、承役地を要役地の便益に供する権利を有する。 

３ 設定行為又は設定後の契約により、承役地の所有者が自己の費用で地役権の行使のために工作物を設け、

又はその修繕をする義務を負担したときは、承役地の所有者の特定承継人もその義務を負担する。 

４ 要役地の所有権とともに地役権を取得した者が、所有権の取得を承役地の所有者に対抗し得るときは、地

役権の取得についても承役地の所有者に対抗することができる。 

 

 

 

 

【問 10】不動産の共有に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 共有物の各共有者の持分が不明な場合、持分は平等と推定される。 

２ 各共有者は、他の共有者の同意を得なければ、共有物に変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わない

ものを除く。）を加えることができない。 

３ 共有物の保存行為については、各共有者が単独ですることができる。 

４ 共有者の一人が死亡して相続人がないときは、その持分は国庫に帰属する。 
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【問 11】次の記述のうち、借地借家法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 借地権者が借地権の登記をしておらず、当該土地上に所有権の登記がされている建物を所有していると

きは、これをもって借地権を第三者に対抗することができるが、建物の表示の登記によっては対抗すること

ができない。 

２ 借地権者が登記ある建物を火災で滅失したとしても、建物が滅失した日から２年以内に新たな建物を築

造すれば、２年を経過した後においても、これをもって借地権を第三者に対抗することができる。 

３ 土地の賃借人が登記ある建物を所有している場合であっても、その賃借人から当該土地建物を賃借した

転借人が対抗力を備えていなければ、当該転借人は転借権を第三者に対抗することができない。 

４ 借地権者が所有する数棟の建物が一筆の土地上にある場合は、そのうちの一棟について登記があれば、借

地権の対抗力が当該土地全部に及ぶ。 

 

 

 

 

 

【問 12】賃貸人Ａと賃借人Ｂとの間で令和２年７月１日に締結した居住用建物の賃貸借契約に関する次の

記述のうち、民法及び借地借家法の規定並びに判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 当該建物の修繕が必要である場合において、ＢがＡに修繕が必要である旨を通知したにもかかわらずＡ

が相当の期間内に必要な修繕をしないときは、Ｂは自ら修繕をすることができる。 

２ ＢがＡに無断でＣに当該建物を転貸した場合であっても、Ａに対する背信行為と認めるに足りない特段

の事情があるときは、Ａは賃貸借契約を解除することができない。 

３ 賃貸借契約に期間を定め、賃貸借契約を書面によって行った場合には、ＡがＢに対しあらかじめ契約の更

新がない旨を説明していれば、賃貸借契約は期間満了により終了する。 

４ Ｂが相続人なしに死亡した場合、Ｂと婚姻の届出をしていないが事実上夫婦と同様の関係にあった同居

者Ｄは、Ｂが相続人なしに死亡したことを知った後１月以内にＡに反対の意思表示をしない限り、賃借人と

してのＢの権利義務を承継する。 

 

 

 

 

 

【問 13】建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 規約の保管場所は、建物内の見やすい場所に掲示しなければならない。 

２ 管理者は、規約に特別の定めがあるときは、共用部分を所有することができる。 

３ 規約及び集会の決議は、区分所有者の特定承継人に対しては、その効力を生じない。 

４ 区分所有者は、規約に別段の定めがない限り集会の決議によって、管理者を解任することができる。 

 

 

 

 

 

【問 14】不動産の登記に関する次の記述のうち、不動産登記法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 表題部所有者が表示に関する登記の申請人となることができる場合において、当該表題部所有者につい

て相続があったときは、その相続人は、当該表示に関する登記を申請することができる。 

２ 所有権の登記以外の権利に関する登記がある土地については、分筆の登記をすることができない。 

３ 区分建物が属する一棟の建物が新築された場合における当該区分建物についての表題登記の申請は、当

該新築された一棟の建物についての表題登記の申請と併せてしなければならない。 

４ 登記の申請書の閲覧は、正当な理由があるときに限り、することができる。 


